


















































































































と 2010 年とを比較すると、15 歳以上の女性千人
あたりの年間結婚数は半分以下に減少しているの
に対し、離婚数は 2 倍以上となっている。また同
棲の数も、1960 年の 44 万件から 2011 年の 760
万件へと 17 倍以上になったと推定され、さらに
非嫡出子の出生率は、1960 年の 5.3% から 2011


















































































6 月 16 日から同性婚が合法化されたが、反対派






































アラバマ州（2015 年 2 月 9 日）、アラスカ州（2014
『現代社会研究』13号
― 94 ―
年 10 月 17 日）、アリゾナ州（2014 年 10 月 17 日）、
カリフォルニア州（2013 年 6 月 28 日）、コロラ
ド州（2014 年 10 月 7 日）、コネチカット州（2008
年 11 月 12 日）、フロリダ州（2015 年 1 月 6 日）、
アイダホ州（2014 年 10 月 13 日）、インディアナ
州（2014 年 10 月 6 日）、アイオワ州（2009 年 4
月 24 日）、カンザス州（2014 年 11 月 12 日）、マ
サチューセッツ州（2004 年 5 月 17 日）、モンタ
ナ州（2014 年 11 月 19 日）、ネバダ州（2014 年
10 月 9 日）、ニュージャージー州（2013 年 10 月
21 日）、ニューメキシコ州（2013 年 12 月 19 日）、
ノースカロライナ州（2014 年 10 月 10 日）、オク
ラホマ州（2014 年 10 月 6 日）、オレゴン州（2014
年 5 月 19 日）、ペンシルバニア州（2014 年 5 月
20 日）、サウスカロライナ州（2014 年 11 月 20 日）、
ユタ州（2014 年 10 月 6 日）、ヴァージニア州（2014
年 10 月 6 日）、ウエストヴァージニア州（2014
年 10 月 9 日）、ウィスコンシン州（2014 年 10 月
6 日）、ワイオミング州（2014 年 10 月 21 日）。
法律の制定により合法となった州は以下の 8 州
である：デラウエア州（2013 年 7 月 1 日）、ハワ
イ州（2013 年 12 月 2 日）、イリノイ州（2014 年
6 月 1 日）、ミネソタ州（2013 年 8 月 1 日）、ニュー
ハンプシャー州（2010 年 1 月 1 日）、ニューヨー
ク州（2011 年 7 月 24 日）、ロードアイランド州
（2013 年 8 月 1 日）、バーモント州（2009 年 9 月
１日）。
住民投票によって認められた州は以下の 3 州で
ある：メイン州（2012 年 12 月 29 日）、メリーラ
ンド州（2013 年 1 月 1 日）、ワシントン州 (2012




年、1997 年）、ジョージア州（2004 年、1996 年）、
ケンタッキー州（2004 年、1998 年）、ルイジアナ
州（2004 年、1999 年 ）、 ミ シ ガ ン 州（2004 年、
1996 年）、ミシシッピー州（2004 年、1997 年）、
ミズーリー州（2004 年、1996 年）、ノースダコタ
州（2004 年、1997 年 )、 オ ハ イ オ 州（2004 年、



















バーゲフェール対ホッジス判決 (Obergefell v. 
Hodges)vi である。
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